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経歴
• １９８７年埼玉県庁入庁

• 県民部県民総務課、川越土木事務所管理課、出納局出
納総務課、総合政策部計画調整課、健康福祉部県立病
院課、社会福祉課、県立精神保健総合センターに勤務

• １９９５～６年度大利根町企画財政課長（県派遣）
• ２００４年４月から城西大学経営学部助教授

• 総務省公立病院に関する財政措置のあり方等検討会委
員（2008年度)

• 医学書院「病院」編集委員
• 特定非営利活動法人ハンズオン埼玉代表理事

• 研究テーマ：行政学（行政評価、公的組織の変革、地域医
療問題、自治体病院の経営変革）

• 博士（福祉経営：日本福祉大学から授与）
2



3



今回は
•基礎から学ぶ医療政策の裏
側として、社会保障・税一体
改革が医療現場にどのように
影響を与えるかについて考え
る



国の社会保障政策は
どのように動くか

•社会保障政策をめぐる現状は
どのような状況にあるか

•具体的に国はどのような政策
を展開しているか



社会保障政策を
めぐる環境

•人口の急激な高齢化

•公債に頼る国家財政



人口の急激な
高齢化



都道府県別高齢化のグラフ



都道府県別７５歳以上人口

一都三県の２０４０年の
７５歳以上高齢者数６０２万人
２０１０年から増加数２８４万人

国立社会保障・人口問題研究所
『日本の地域別将来推計人口』（平成２５年３月推計）より作成

千人



東京都の将来人口

国立社会保障・人口問題研究所

『日本の地域別将来推計人口』（平成２５年３月推計）より作成
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八王子市の将来人口

国立社会保障・人口問題研究所

『日本の地域別将来推計人口』（平成２５年３月推計）より作成
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千葉県健康福祉部保健医療担当部長
井上肇氏資料を一部改変

Source ; UN Population Prospects
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絶対的な医療資源不足
•爆発的な高齢者の増加に対し、絶対
的に医師・看護師などのマンパワー
や入院病床などの医療資源が不足
することが予測される

•入院のための病床・スタッフ不足

•救急のためのスタッフ不足

•専門外来のためのスタッフ不足

•医療のための財源の不足



119番から病院まで所要38分、過去
最長 東京は54分 消防庁11年調査
日本経済新聞 2012/12/1

•救急通報を受けてから救急車で病院
に収容するまでの時間は、2011年に
全国平均で38分６秒かかり、調査を
始めた1985年以降で最も遅くなって
いたことが１日までに、総務省消防
庁の集計で分かった。



• 病院収容までの時間は、過去最長だっ
た前年より42秒遅くなっており、過去最
多の570万7655件となった全国の救急
出動件数の伸びや、一人暮らしの高齢
者ら搬送先の決定に時間がかかる例が
増えているのが影響した。

• 都道府県別で最も時間がかかっていた
のは、東京の54分36秒で、埼玉43分36

秒、千葉43分12秒が続いた。最短は福
岡の29分12秒。（以下略）



全国救急出動件数及び搬送人員の推移

総務省消防庁「平成26年版救急救助の現況」



全国救急出動件数及び搬送人員の推移

総務省消防庁「平成26年版救急救助の現況」



公債発行に頼る
国家財政



H24国一般会計歳出予算
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H24国一般会計歳入予算
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Ｈ２６国一般会計歳出予算
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Ｈ２６国一般会計歳入予算
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財政の危機的状況（国の公債発行残高）

財務省ＨＰ より



国債の累積発行残高 ７８０兆円

財務省ＨＰ より



国と地方の長期債務残高

財務省ＨＰ より



財務省ＨＰ より

債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）



急増する
社会保障関係費



厚生労働省資料



厚生労働省資料
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財務省ＨＰ より



ワークショップ１

•平成26年度の国の一般会計
予算を見て自由に議論をして
ください



国の進める
社会保障・税一体改革



福田内閣「社会保障国民会議」
• 「社会保障・税一体改革」の議論は、
平成20年1月に福田内閣が設置した
「社会保障国民会議」から始まる

•小泉医療構造改革による歪みを見
直し

•必要なサービスはきちんと確保、そ
の一方消費増税などによる税源を確
保する

•厚労省などの官僚主導の政策
37



社会保障・税一体改革
• 平成22年10月に民主党の菅直人総理を本
部長とする「政府・与党社会保障改革検討
本部」を設置

• 平成24年2月には社会保障・税一体改革大
綱が閣議決定

• 同年6月、民主・自民・公明の３党が「社会
保障・税一体改革」に対して合意を行う

• 同年8月、合意を受け修正を行った「社会保
障と税の一体改革関連法案」が成立 38
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基礎年金国庫負担割合の引上げ
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社会保障・税一体改革が目指す
医療・介護サービス提供体制改革

○入院医療の機能分化・強化と連携

・急性期への医療資源集中投入

・亜急性期、慢性期医療の機能強化等

○地域包括ケア体制の整備

・在宅医療の充実

・在宅介護の充実
41



厚生労働省資料
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厚生労働省資料
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医療機関の機能分化

•一般病床の中に新たな類型として「
急性期病床群」を創設

•医師や看護師などの医療人材を集
中して投入

•一般急性期、亜急性期、長期療養の
医療機関と医療連携を行う
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医療・介護機能再編のイメージ

出典：2011年6月2日第10回社会保障改革に関する集中検討会議資料Ⅱ医療・介護等9頁

医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資
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厚生労働省資料
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医療介護総合確保推進法
• 平成26年6月24日、参議院で「地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保を推進す
るための関係法律の整備等に関する法律
案（医療介護総合確保推進法）」が成立し
た

• 第1次ベビーブーム世代が75歳以上の高
齢者となる2025（平成37）年を見据えて、

医療と介護のあり方を見直し、持続可能な
サービス提供体制の確立を目指す法律





1.新たな基金の創設と医療・介護の連携
強化（地域介護施設整備促進法等関係）

①都道府県の事業計画に記載した医療・
介護の事業（病床の機能分化・連携、
在宅医療・介護の推進等）のため、消費
税増収分を活用した新たな基金を都道
府県に設置

②医療と介護の連携を強化するため、厚
生労働大臣が基本的な方針を策定

49

医療介護総合確保推進法の概要



2. 地域における効率的かつ効果的な医
療提供体制の確保（医療法関係）

① 医療機関が都道府県知事に病床の医
療機能（高度急性期、急性期、回復
期、慢性期）等を報告し、都道府県は、
それをもとに地域医療構想（ビジョン）
（地域の医療提供体制の将来のある
べき姿）を医療計画において策定

② 医師確保支援を行う地域医療支援セ
ンターの機能を法律に位置付け

50



医療政策における
都道府県の果たす
役割が大きくなる
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都道府県から勧告も
•地域医療構想（ビジョン）は、厚労
省からのガイドラインと詳細デー
タにより策定される予定

•都道府県は病床機能の分化、連
携推進を進めるための要請に従
わない場合、医療機関名の公表
や各種補助金の交付対象から外
す権限を有する



選択を迫られる病院

•地方の病院は、患者のかなりの
数を高齢者が占め、急性期病院
としての存続はぎりぎりという病
院も少なくない

•急性期病院としての存続をあき
らめると大学医局からの医師引
き揚げが起きる危険性もある



国民健康保険の
保険者問題



政府医療保険制度改革関

連法案を閣議決定
3月3日NHKニュース

•政府は３日の閣議で、赤字が続く
国民健康保険の財政基盤を強化
するため、平成３０年度から運営
主体を市町村から都道府県に移
すことを柱とした医療保険制度改
革関連法案を決定しました



•医療保険制度改革関連法案は、
高齢者の比率が高く、年間3000

億円を超える赤字が続いている
国民健康保険の財政基盤を強化
するため、国が行う財政支援を拡
充したうえで、平成３０年度から運
営主体を市町村から都道府県に
移すとしています



都道府県が財政運営の責任者に

• 都道府県は県内の統一的な国保の運営
方針を定め、市町村ごとの分賦金決定
及び標準保険料率等の設定、保険給付
に要する費用の支払い、市町村の事務
の効率化・広域化等の促進を実施

• 市町村は、地域住民と直接顔の見える
関係の中、保険料の徴収、資格管理・保
険給付の決定、保健事業など、地域に
おけるきめ細かい事業を引き続き担う



•財政運営に当たっては、都道府県が
医療費の見込みを立て、市町村ごと
の分賦金の額を決定することとし、市
町村ごとの分賦金の額は、市町村ご
との医療費水準及び所得水準を反
映する

•国の普通調整交付金については、都
道府県間の所得水準を調整する役
割を担うよう適切に見直す



医療保険制度改革骨子付属資料



後期高齢者支援金の
全面総報酬割の導入

• 被用者保険者の後期高齢者支援金につ
いて、より負担能力に応じた負担とし、
制度の持続可能性を確保する観点か
ら、

• 総報酬割部分（現行制度では3分の1）を
平成29年度から全面総報酬割を実施
収入の多い企業組合・共済保険の負担増



医療保険制度改革骨子付属資料



被用者保険・国保の
高額所得者の負担増

•今回の医療保健制度の改革で
は、被用者保険の標準報酬月額
上限の引上げ、国保の保険料
（税）の賦課限度額の引上げが行
われる

•高額所得層の負担増がなされて
いる



医療保険制度改革骨子付属資料



国保運営が都道府県単
位になることで、一層医
療費の効率化に取り組む
必要が生じる



H23都道府県別地域差指数に対する各種寄与度

H23医療費の地域差(医療費マップ)



医療費抑制の両輪

•地域医療構想ガイドラインと
国保保険者の都道府県移行
は、国が医療費抑制政策を誘
導するの車の両輪になると考
える



H26診療報酬改定
•現在、地域の病院に大
きな影響を与えているの
が、H26年度診療報酬
改定



急性期病院の生き残り
をかけた競争



病院の２極化現象

手厚い医師・看護師、医療スタッフの配置
高額な医療機器

看 護 師

医 師

医療の高度・専門化に
対応した急性期病院

医療の高度・専門化に
対応できない病院

医 師

看 護 師

少ない医師・看護師などの医療スタッフ
人数が少なく、高額な医療機器を十分
使いこなせない、採算割れとなることも
多い

最新の高度・専門医療を提供
短い平均在院日数、大量の患者を早
いベッドの回転数で受け入れ
高い診療報酬（高い入院基本料＋医
療加算）

専門スタッフ 専門スタッフ

人員が少なく、最新の高度・専門医療を提供で
きない
平均在院日数は長くなる、患者も他の医療機関
に流れやすくなる、社会的入院で病床を埋める
ことも多い
低い診療報酬（低い入院基本料＋医療加算を
取れない）



病床規模別１病院100床当り常勤換算医師数の推移

厚生労働省医政局指導課「近年行われた病院の合併・再編成等に係る調査研究」
医療施設調査「病院報告」より作成

150～199床

40～49床



総合入院体制加算の充実

•平成26年診療報酬では、一定の

実績を持つ医療機関に対して、
「総合入院体制加算１」をつくり、
評価を行う

•これからも実績を有する高度急
性期病院への評価を充実する動
きは進むと考える



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



7対1入院基本料
要件の厳格化
• H26改定で診療報酬単価の高い
７対１入院基本料の要件が厳格
化された

•７対１病院だけでなく、高齢者を
多数受け入れている中小病院
が影響をうける結果となった



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



在宅復帰力のない病院
には患者が回ってこない
•患者の集まっている7対1病院
は、自宅、回復期リハビリテー
ション病棟、地域包括ケア病
棟、在宅復帰機能強化加算を
取った療養病棟、居住系介護
施設等、在宅強化型老健施設
にしか患者を送らなくなった



中小病院の
病床利用率が激減

• ７対１入院基本料を取り、患者を
集めている急性期病院が、高齢
者を長期入院させている中小病
院に送らなくなった

•結果として中小病院の病床利用
率が激減している



一般病床における
入院基本料要件の厳格化
•平均在院日数の算定の基礎とな
る短期滞在手術の除外

•重症度・看護必要度の見直し

• 90日を超えた患者の報酬見直し

•高齢者の長期入院中心の病院が
減収となる改定が行われた



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課「平成２６年度診療報酬改定の概要」



中小病院の存続の危機

•入院患者を減らし、1日入

院単価の伸びない中小病
院は、収益を減らし、存続
の危機に直面している



医療政策の動きは加速

•平成26年度末の衆議院議員選
挙で安倍自民党政権が勝利

•現在の医療政策にブレーキをか
ける政策プレイヤーは存在しなく
なった

•今後一層加速する可能性が高
い



八王子の医療体制は
どのような状況にあるのか



医療機関
•人口当たりの一般病床数は区
部・多摩地域で一番少ない

•人口当たり療養病床数は、東京
都内において上位にある

•無床診療所数は東京都内におい
て中位から下位にある



患者数の将来推計
• 八王子市の入院患者は、2035年に向けて増加の
一途をたどり、164％に達する見込み

• 八王子市の疾病別入院患者の将来推計では、呼
吸器系の疾患が210％増（高齢者の肺炎が中心）、
循環器系の疾患が200％増となる見込み

• 外来患者は120％と入院患者に比べて上昇率は少
ない

• 循環器系の外来患者は1５１％増加するが、かなり
の疾患で外来患者は頭打ちとなる
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今後の八王子市
の医療
•後期高齢者の急増に対
して、医療提供能力が
追いつかない可能性が
高い



ワークショップ２

•これからの八王子市の
医療のあり方について
議論してください


